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１－１ 危機管理マニュアルの目的と位置づけ 

鳥取県立まなびの森学園危険等発生時対処要領（以下「危機管理マニュアル」という）

は、学校保健安全法第２９条に基づき、学校管理下で事故が発生した際、教職員が的確

に判断し円滑に対応できるよう、教職員の役割等を明確にし、生徒等の安全を確保する

体制を確立するために必要な事項を全教職員が共通理解し、実際危機に直面した時の

対応を示してスムーズな運用ができるよう策定しました。併せて、本校の学校安全計画

により施設安全点検・避難訓練等を計画し、未然に生徒等の危機の減退を図ります。 

【学校保健安全法（抜粋）】 

第２９条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の実情に応じ

て、危険等発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定め

た対処要領（次項において「危険等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。 

２ 校長は、危険等発生時対処要領の職員に対する周知、訓練の実施その他の危険等発生時

において職員が適切に対処するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 学校においては、事故等により児童生徒等に危害が生じた場合において、当該児童生徒

等及び当該事故等により心理的外傷その他の心身の健康に対する影響を受けた児童生徒

等その他の関係者の心身の健康を回復させるため、これらの者に対して必要な支援を行

うものとする。この場合においては第１０条の規定を準用する。 

 

１－２ 危機管理の考え方 

危機管理マニュアルは、役割を与えられているすべての人員がそろっていることを想

定したものとなっています。しかし、危機発生時に出張・休暇で教職員が学校にいないこ

とも考えられ、想定を超えた対応を要求されることもあります。どのような場合であって

も、生徒等の生命・健康等を最優先に考え、マニュアルに沿って臨機応変に対応してくだ

さい。 

危機管理マニュアルは、想定しうる様々な危機事象に対して、事前・発生時・事後の３

段階の対応について示すことにしています。また、危機事象の「発生時の対応」について

は、フロー図を使って分かりやすく示しています。 

 
１－３ 危機管理マニュアルの運用方法 

すべての教職員が危機管理マニュアルの内容を理解するため、年度当初に図上避難訓

練を実施するとともに、危機管理マニュアルの保管場所を周知し、日頃から手に取ってみ

ていただくようにします。 

事象発生の場合に備えて、危機管理マニュアルを職員室（教頭席後方・出入口横）・保

健室・県教育センター総務課（施設管理者）に備え置くこととします。なお見直しについ

ては、年度末検討時に項目を挙げて議論をすすめ、改善点を翌年度までには反映させます。 

２ 事前の危機管理 
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２－１ 現状及び危機管理の前提となるリスクの把握 

通常、本校教育活動は夜間に実施することを踏まえて、「生活安全」「交通安全」「災害安

全（防災）」の３つの観点から多様な想定をしておく必要があります。 

まず本校は、最寄りの湖山川から約３００ｍ、海抜９.４ｍにあります。鳥取市のハザー

ドマップ、国土交通省ハザードマップによると、洪水、内水、高潮、土砂災害、津波による

被害の危険性が想定されている場所ではありませんが、砂州の地形に位置するため強い地

震によって液状化する可能性があります。 

特に、夜間に教育活動を実施するうえに、生徒の通学区域は全県域であり、昼間以上に移

動や帰宅が困難な状況に陥る可能性があります。このようなことから、万が一災害が起こっ

た場合には、学校内の安全を確認して学校に留まることや、災害の危険から命を守るために

緊急的に指定緊急避難場所（鳥取湖陵高等学校野球場、鳥取市立湖東中学校グラウンド）に

避難したり、災害の危険性がなくなるまで指定避難所（鳥取市立湖東中学校校舎）に必要な

期間滞在したりすることも考えられます。 

また、夜間における登下校時の様々なリスクを想定し、交通安全や犯罪被害防止などの対

策を講じる必要もあります。 

 
２－２ 危機の未然防止策 

①未然防止のための体制 
 ・平常時の学校安全管理に関する組織体制（役割分担） 

 【 校長 － 教頭 － 事務長 】･･･ 意思決定・情報集約 

 【 教務主任を中心として各教職員 】･･･ 情報収集 

 【 担任・各教職員 】･･･ 生徒への伝達、避難誘導等実務 

   ※出張・休暇等で不在の場合は、それぞれカテゴリーの中で役割を果たします。 

 
②点検 

・本校は、学校保健安全法施行規則第２８条に基づき、定期・臨時・日常の３種類の安

全点検を計画しています。 

学校保健安全法施行規則 

（安全点検）  

第二十八条  法第二十七条 の安全点検は、他の法令に基づくもののほか、毎学期一回以上、

児童生徒等が通常使用する施設及び設備の異常の有無について系統的に行わなければなら

ない。  

２  学校においては、必要があるときは、臨時に、安全点検を行うものとする。 

・定期的には、学期に１度実施し、緊急の安全点検が必要な場合は臨時的に実施、日常

では生徒登校前の時間を活用して実施します。 

・危険箇所を洗い出すために、県教育センターと連携し点検を行います。 



4 
 

・安全点検の流れ 

ａ 安全点検担当者（教頭）及び担当教職員が「校舎安全点検表」の内容に基づき校

舎内各所、校舎外周の点検を行う。 

ｂ 危険箇所・修理が必要な欄に☑チェックを入れ、その内容を記載する。 

・点検後の処理 

ａ 校舎安全点検表を教頭→校長に稟議し、「処置の内容」（修繕、撤去等）について

は事務長と協議し対応を決定する。 

ｂ 必要な修理・撤去・購入等の手続きを行う。 

ｃ 処置が完了したら、校舎安全点検表に「処置完了」の概要がわかるように記録し

ておく。 

・この安全点検の状況等については、必要に応じてヒヤリ・ハット事例として教職員及び

生徒に周知する。 

 
③傷病者発生防止対策 

・突然死や負傷や感染症拡大などを防止するため、日常的に生徒の健康観察を行います。 

・突然死や病状悪化を防止するため、持病を持つ生徒については入学時に本人・保護者

等と面談を行い、状況を把握するとともに緊急時の対応を確認します。また、保健調

査票や面談記録シートを活用し、生徒の疾病情報を管理し、教職員周知を行います。 

・保健だより、校内掲示板等を活用し、熱中症予防や感染症予防の情報を生徒に発信し

ます。また、保護者等にはホームページやＳＮＳなどを活用し、情報発信をします。 

・感染症拡大等の際には、手洗いと換気の奨励などの感染症予防や熱中症予防について

呼び  かけるほか、個別の助言も行います。 

・学校内に危険な物や場所はないか、教職員で日常的に安全点検を行います。 

・徒歩、ＪＲ、バス、自家用車などの通学方法に応じ、登下校時の交通安全、防犯など

について注意喚起します。 

・熱中症を予防するため、多湿季等著しく不快と判断される場合は冷房を実施し、授業

中も適切な水分補給を促します。 （※あくまでも県の規定の範囲内で実施すること。） 

・アレルギー疾患を持つ生徒の情報は、全教職員で情報共有を図り対応することとしま

す。 

・食物アレルギー・アナフィラキシーを予防するために、保健調査票でアレルゲンを把

握するとともに、エピペン研修を全教職員を対象に実施します。 

 

④犯罪被災防止対策 

・不審者侵入を防止するため、校舎出入口に防犯カメラを設置し、職員室モニターで把

握できるようにしています。また、外来者については、事前に約束したり、受付で用

件等を確認したりした上で校舎への入館を許可しています。 

・生徒がインターネット上の犯罪の被害者・加害者にならないために、情報モラルの学
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習を実施します。 

 

⑤火災予防策 

・本校の防火予防策として、火災報知機等の設備点検を実施しています。 

・避難訓練を計画・立案し実施します。 

・火災発生時には、下記任務分担表を基本の役割として対応します。 

＜任務分担表＞ 

【任務】職員 任務の概要 避難場所 

【総括】 

校長、教頭、事務長 

○消火・防火活動の総括 

○消防署、警察署、県教育委員会への連絡 

○保護者等への連絡指示 
○１次避難：県教

育センター駐車場 

○２次避難：湖東

中学校グラウンド 

【安全点検・消火】生徒

指導主任、各教職員（教

頭、事務長） 

○初期消火、消火活動 

○被害状況調査 

【救護】養護教諭 ○負傷者確認、応急救護 

【安否確認・避難誘導】

教科担当教員、担任 

○避難場所及び安全な場所への誘導 

○人員確認・報告 

 
⑥教育活動の様々な局面における未然防止策 

・各教科の学習時間帯には、教科担当者が実施場所の環境に気を配りながら実施し、異常が

ある場合には管理職に連絡をして、改善に努めます。 

・体育などの実技教科の場合は、生徒の健康状況の把握に努め、準備運動等の時間をとり、

傷病の防止に努めます。 

・校外活動や校外行事に関して、事前指導を通して安全の確保に努めることを徹底します。 

 

２－３ 危機発生に備えた対策 

①緊急時の体制整備 
・職員の非常参集について 

危機 
状況 

発生事象 台風・大雪・大雨等 地震 

集合基準 
・ＪＲ運休 ・各種警報発令 
・警戒レベル３～５の発令 

・震度４～５弱 
・震度５強以上は緊急避難 

平日 

集合場所 ・職員室 

参集対象 ・校長、教頭、事務長、教務主任 

その他 

・教職員を職員室に集め、決定 
事項を伝達 

・教頭、教務主任または授業中で
ない教職員が、各教室等で生徒
対応中の教職員に決定事項を
伝達（湖東中体育館へは担当教
員に電話または現地に行く） 

休日 
 

勤務 

連絡方法 ・Google classroom 等、電話連絡（管理職、関係教職員） 

参集対象 
・校長、教頭、事務長等 
（場合によっては、学校集合） 
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時間外 
その他 

・決定事項を教職員、生徒、保護
者等に連絡（Google classroom） 

・決定事項を教職員、生徒、保護
者等に連絡（Google classroom） 

・非常参集途上、大雨・大雪・地震等による車両通行止め等のため学校に向かうことが

できない場合は、無理な出勤はしません。 

・事故・災害発生時の学校安全管理に関する組織体制（役割分担） 

  【 校長 － 教頭 － 事務長 】･･･ 意思決定・情報集約 

  【 教務主任を中心として各教職員 】･･･ 情報収集 

  【 担任・各教職員 】･･･ 生徒への伝達、避難誘導等実務 

    ※出張・休暇等で不在の場合は、それぞれカテゴリーの中で役割を果たします。 

・生徒・保護者等・教職員・関係機関との緊密な連絡のため、連絡手段として学校ホー

ムページ・電話連絡・ＳＮＳを想定しています。特に生徒については、Google 

Classroom を活用することも想定しています。 

・危機（台風、大雨等）発生の際の生徒の登校の判断については、「気候条件等に伴う

学校の臨時休業等の基準について」（P.２４記載）にも記載しているとおり、生徒は

「自らの命は自らが守る」意識をもって慎重な判断を行うことを担任等が繰り返し

生徒に周知を図ります。 

 

②施設・設備・備品の整備 

・事故・災害発生時においては、テレビからの情報収集、インターネットによる気象庁

やＪＲなど関係機関発表の情報収集、県教育委員会のＭＣＡ無線やＪアラート（県教

育センターに機器設置）の活用、停電時に利用するための防災ラジオを準備します。 

・災害状況下での停電を想定して、非常灯の整備、懐中電灯や連絡用のハンドマイク等

を準備しています。 

・火災をはじめとする災害発生時の緊急持ち出し品は、生徒の出席簿（補助簿）だけで

あり、通常の授業中であれば教科担当者はそのまま出席簿（補助簿）を持ち出します。

全校生徒名簿は職員室の所定の場に置き、①教頭、②教務主任、③職員室在室者（不

在時は①②③の順で対応）が持ち出します。 

・重要書類の滅失等を防ぐため、紙媒体で残すものについては耐火金庫に保管しておき

ます。 

・事故・災害等の対応に用いるための校舎図面は、学校要覧に記載されていますのでこ

れを活用します。 

・事故・災害等の対応を記録するための様式を別途定め、教務主任または担当として割

り振られた教職員が記録し、教務日誌に綴じこむようにします。 

・事故・災害等に備えた備品等について、内容・保管場所等を事務長が整理・管理する

とともに、定期的な確認・更新を行います。                                               
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③家庭・地域・関係機関との連携 

・危機事態の発生に備え、学校における生徒の引き渡し方法や下校方法について、学校

運営協議会に諮るとともに、生徒・保護者等と相談・確認し対応を決めておきます。 

・危機事態の発生時には、管理職が鳥取県教育委員会事務局小中学校課に連絡を取り、

第一報を入れます。本校として実施を考えている対応を提案するとともに、小中学校

課の指示を受けて対応します。 

 

④避難計画・避難訓練 

・本校では火災における避難計画を主軸に、地震災害、不審者侵入を想定した訓練を実

施します。 

・担当教職員は管理職と相談しながら、夜間時のリスクを踏まえた避難計画・避難訓練

を立案します。職員会議で計画を協議して訓練を実施し、反省にもとづいて次の計画

を立案します。なお、避難訓練については状況想定型訓練としています。 

 

⑤教職員研修 

・担当教職員は、年度当初の図上避難訓練や必要な職員研修を立案します。 

・学校安全に関する校外研修等には、内容に応じて教職員を派遣し校内に還元します。 

 

⑥安全教育 

・生活安全について生徒に注意喚起を行い、救急対応、熱中症や感染症予防、防犯対策

等に努めます。 

・交通安全については、登下校時の交通ルール遵守のほか、特に自家用車等で通学する

生徒には、夜間時や悪天候時のリスク、学校周辺の住宅街道路での徐行など、安全運

転に留意することを周知徹底し、事故防止に努めます。 

・災害安全に関して、本校では臨時休業等の基準について定め、このなかで「自らの命

は自らが守る」ことを基本に行動するよう提唱します。 

・安全教育の内容や計画については、多様な生徒の状況に応じ実効性があるものとな 

るよう、適宜見直し調整を行います。 
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３ 発生時（初動）の危機管理 

３－１ 傷病者発生時の対応 

（１）集団食中毒発生時の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            なし 

 

 あり 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

○欠席連絡・健康観察などから 

・生徒の異常・異変に気づく 

・異常を訴える生徒からの聞き取り 

・欠席者や早退者からの聞き取り 

異常・異変発生 

症状の把握 

欠席者・早退者 

保護者（本人）から聞き取り 

・症状の内容・発症の日時 

・医師の診断の有無と所見 

登校している生徒 

・学級全体の生徒の健康観察 

・他の学年の状況把握 

学校医・医療機関の指導助言 

・感染症の疑い（次節で対応） 

・欠席者等への対応（必要に応じ家庭訪問等） 

・県教育委員会に一報  

臨時職員会議 

○対応についての協議 

・現時点までの状況説明 
・教職員の役割分担 
・プライバシー保護 

学校運営 

・医療機関の確保と把握 

・授業の継続か打ち切りか 

・臨時休業 

・原因究明に対する協力 

・外部への対応（一本化） 

生徒・保護者等への対応 

食中毒の疑い 

症状のある者 

・医療機関への受診 

・保護者等への連絡 

・早退、欠席等の措置 

・家庭訪問 

症状のないもの 

・臨時健康診断 

・全員の喫食調査 

・保健指導 

・保護者等への通知 

必要に応じて保護者説明会の開催（状況や対応内
容の説明、検便等各種調査協力依頼） 

・学校医 ・所管の保健所 ・県教育委員会 関係機関への連絡 

全校集会（必要に応じ） ・状況説明、保健衛生指導など 
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（２）集団感染症発症時の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           なし 

 
あり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

異常・異変発生 

健康状況の把握 

欠席者・早退者 

保護者（本人）から聞き取り 

・症状の内容・発症の日時・喫食状況 

・医師の診断の有無と所見 

登校している生徒 

・学級全体の生徒の健康観察 

・他の学級、学年の状況把握 

学校医・医療機関の指導助言 

報道機関、地域の関係機関等から情報収集 

 感染症の疑い 
・食中毒の疑い（前節で対応） 

・欠席者等への対応（必要に応じ家庭訪問等） 

・県教育委員会に一報 

臨時職員会議 ○対応についての協議 

・現時点までの状況の共通理解 

・二次感染予防  ・教職員の役割分担 

・プライバシー保護と人権尊重 

学校運営 

・医療機関の確保と把握 

・授業の継続か打ち切りか 

・臨時休業 

・原因究明に対する協力 

・外部への対応（一本化） 

症状のある者 

・医療機関への受診 

・保護者への連絡 

・早退、欠席等の措置 

・家庭訪問 

症状のないもの 

・臨時健康診断 

・保健指導 

・保護者への通知 

 
必要に応じて保護者説明会の開催（状況や対応内容

の説明、健康調査等への協力要請など） 

全校集会（必要に応じ） ・状況説明、保健衛生指導など 

○欠席連絡・健康観察などから 

・生徒の異常・異変に気づく 

・異常を訴える生徒からの聞き取り 

・欠席者や早退者からの聞き取り 

生徒・保護者への対応 

関係機関への連絡 ・学校医 ・所管の保健所 ・県教育委員会 



10 
 

（３）薬品事故発生時の対応 

 Ａ 目に入った場合 

①救急体制・連絡網 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②初期対応の概要 

           ≪学校薬剤師に相談≫ 

 
 
 
 
 
 
               
         なし      呼吸がなければ心肺蘇生法実施 

    あり 

 
 
 
 
 
 
 
 
③ 学校医・薬剤師への報告 

 

④ 教職員への周知 

 

⑤ 生徒・保護者等宛文書の作成 

 

事 

故 

発 

生 

≪

第
一
発
見
者≫

 

保護者 

毒物劇物管理責任者 

（理科教科担当者） 

医療機関 

１１９番 

救急車要請 

県教育委員会 

原因物質の除去 

校舎からの退避・避難 

（必要時） 

意識の有無 
救

急

車

要

請 

水で洗浄する 

（水道水を直接眼に当てない） 

頭痛、腹痛、吐き気などの症状が

あり、体調不良の状況 

医
療
機
関
受
診 

強い痛み、灼熱感、目が開けられない、 

アルカリ性の薬品の場合 

視野や視力の低下、体調不良 

管理職 

養護教諭 

救急処置 

担任 

室内の換気 

原因物質の確認 

原因物質によっては 

消防署の指示を受ける 
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 Ｂ 吸入した場合 

①救急体制・連絡網 

 
 
 
 
 
 
 
②初期対応の概要 

           ≪学校薬剤師に相談≫ 

 
 
 
 
 
 
         なし  呼吸がなければ心肺蘇生法実施 

    あり 

 
                言えない 

                ぐったりしている 

 
    言える・動かせる 

 
                          はい 

    いいえ 

 
                 はい 
    いいえ 

         はい 

 
③学校医・学校薬剤師への報告 

④教職員への周知 

⑤保護者・生徒宛文書の作成 

 
  

事 

故 

発 

生 

≪

第
一
発
見
者≫

 

保護者 

毒物劇物管理責任者 

（理科担当） 

医療機関 

１１９番 

救急車要請 

県教育委員会 

原因物質の除去 

原因物質によっては消

防署の指示を受ける 
校舎からの退避・避難 

（必要時） 

救

急

車

要

請 

医

療

機

関

受

診 

シンナーや硫化水素などの化学物質・農薬類の場合 

担任 

管理職 

養護教諭 

救急処置 

室内の換気 

原因物質の確認 

意識の有無 

名前・生年月日が言えるか 

手足を指示通りに動かせるか 

自分で歩くことができるか 

咳こんでいる めまいがする 吐き気がする 

外傷がある 
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Ｃ 誤飲の場合 

①救急体制・連絡網 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②初期対応の概要 

≪意識の有無≫    なし   呼吸がなければ心肺蘇生法を実践 

  
   あり 

 
              何も飲ませない  
 
 
              牛乳・水などを飲ませる   
 
 
              水を飲ませる（牛乳厳禁）  
 
 
          ニコチンが体内へ吸収しやすく   

なるため、水や牛乳は飲ませない 

 
            水や牛乳を飲ませる        
 
 
 
 
③学校医・学校薬剤師への報告 

④教職員への周知 

⑤保護者・生徒宛文書の作成 

   

≪

第
一
発
見
者≫

 

保護者 

毒物劇物管理責任者 
（理科担当） 

医療機関 

１１９番 

救急車要請 

県教育委員会 

ベンジン・除光液 

強酸・強アルカリ

漂白剤 

ナフタリン等の 

防虫剤 

吐かせない 

タバコ 
吐かせる 

(喉の奥を刺

激する) 

大部分の 

医薬品 

救

急

車

要

請 

医

療

機

関

受

診 

 重要！！  医療機関を受診する場合は、誤飲した物を持参すること！ 

室内換気 

原因物質の確認 

頭痛、痙攣、外傷、激しい下痢、嘔吐が止まらない 

顔色が明らかに悪い、呼吸が苦しい 

養護教諭 

救急処置 

管理職 

事 

故 

発 

生 

担任 

吐かせない 

吐かせる 

吐かせる 
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 Ｄ 薬品が皮膚に付着した場合 

①救急体制・連絡網 

 
 
 
 
 
 
 
 
②初期対応の概要 

           ≪学校薬剤師に相談≫ 

 
 
 
 
 
        なし       

                 呼吸がなければ心肺蘇生法実施 

    あり 

 
 
 
 
          あり  【炎症が広範囲な場合や歩行困難な場合】 

              【炎症範囲が比較的狭い場合】 

 
    いいえ 

 
 
 
 
③学校医・薬剤師への報告 

 

④教職員への周知 

 

⑤保護者・生徒宛文書の作成 

事 

故 

発 

生 

≪

第
一
発
見
者≫

 

養護教諭 

救急処置 

保護者 

管理職 

毒物劇物管理責任者 

（理科担当） 

医療機関 

１１９番 

救急車要請 

県教育委員会 

室内の換気 

原因物質の確認 

原因物質の除去 

原因物質によっては 

消防署の指示を受ける 

校舎からの退避・避難 

（必要時） 

意識の有無 

救

急

車

要

請 

頭痛、腹痛、吐き気など

体調不良のある場合 

医

療

機

関

受

診 

衣服を脱がせ、付着した部位を

流水で洗浄する 

付着した皮膚に

炎症がある 

担任 



14 
 

（４）頭頚部外傷が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

症状出現すれば 

速やかに受診 

あったがすぐに回復 

あり 

あり 意識障害の出現 悪化して動けない 

あり 

あり 

頭頸部外傷発生 

重度意識がい

の有無 

頚随・頸椎 

損傷の有無 

・開眼できない 

・話すことができない 

・明らかな運動麻痺 

・けいれん 

・嘔吐 

・強い首の痛み 

・四肢の痛みやしびれ 

・異常感覚 

・力が入らない 

・頭痛、めまい、吐き気 

・ものが二重に見える。 

・時、場所、人が明確に分からない。 

・打撲前後のことを覚えてない。 

・混乱や興奮状態 

・普段と違う行動パターン 

・ふらつき 等 

なし 

なし 

脳震盪症状 

の有無 

なし 

全く異常がみられない

場合に限り運動可能 

救
急
車
要
請 

Ａ
Ｅ
Ｄ
の
準
備 

呼
吸
の
確
認
・
頚
部
の
安
静
に
留
意 

速
や
か
に
受
診 

 

運動は中止 

保護者連絡し、家庭でも観察 
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（５）熱中症が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

できる 
改善しない 

できない 

あり（疑いも含む） 

熱中症を疑う症状 
・めまい、失神 

・四肢の筋や腹筋がつり、筋肉痛が起こる 

・全身倦怠感、脱力感、吐き気、嘔吐、頭痛 

・足のもつれ、ふらつき、転倒（座り込む、立ち上がれない） 

意識障がいの 

有無 

救
急
車
要
請 

Ａ
Ｅ
Ｄ
の
準
備 

呼
吸
の
確
認 なし 

《質問して応答をみる》 

・名前は？ 

・今何をしている？ 

・手足は通常どおり動か 

せるか？ 

涼しい場所に避難 

身体の冷却 

衣服をゆるめて寝かせる 

速やかに受診 

内科、救急科 

水分塩分を補給（スポーツドリンク・経口補水液等） 

熱けいれんの場合は塩分を含んだ飲み物を補給 

症状改善 

経過観察 

当日のスポーツ参加はしない 

救急車到着までの間、積極

的に身体を冷やす（迅速に

体温を下げることが救命率

を上げる） 

② ホースで水をかけ続け

る 

②ぬれタオルを体にあて扇

風機で冷やす。 

③ 保冷材等脇の下等にあ

てる。 

水分摂取が 

できるか 
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Ａ 暑さ指数に応じた活動の目安 

暑さ指数 

（WBGT） 

注意すべき生活

活動の目安 

日常生活における

注意事項 
熱中症予防運動指針 

31℃以上 

すべての生活活

動で起こる危険

性 

外出はなるべく避

け、涼しい室内に

移動する。 

運動は原則中止 

特別の場合以外は運動を中止する。 

28～31℃ 

外出時は炎天下を

避け、室内では室

温の上昇に注意す

る。 

厳重警戒 

熱中症の危険が高いので、激しい運動や持

久走など体温が上昇しやすい運動は避け

る。10 分～20 分おきに休憩をとり水分・

塩分の補給を行う。暑さに弱い人は運動を

軽減または中止。 

25～28℃ 

中等度以上の生

活活動でおこる

危険性 

運動や激しい作業

をする際は定期的

に充分に休息を取

り入れる。 

警戒 

積極的に休息をとり適宜水分・塩分を補給

する。30分おきくらいに休憩をとる。 

21～25℃ 
強い生活活動で

おこる危険性 

一般に危険性は少

ないが激しい運動

や重労働時には発

生する危険性があ

る。 

注意 

熱中症の兆候に注意するとともに、運動の

合間に積極的に水分・塩分を補給する。 

 

Ｂ 熱中症防止の留意点 

環境の 

留意点 

・日光、風の有無：夕方以降で気温が下がっていても、日光の下での活動や風が

ない状態での活動は状況によって避ける。 

・高い湿度：特に梅雨時や夏季は多湿のため、蒸し暑い状況に注意する。 

・急激な暑さ：梅雨明けなど急に暑くなったときには注意する。 

主体別の 

留意点 

・体力、体格の個人差：肥満傾向の人、体力の低い人には注意する。 

・健康状態、体調、疲労の状態：運動前の体調チェック、運動中や運動後の健康 

観察を行う。 

・暑さへの慣れ：久しぶりに暑い環境で体を動かす際には注意する。 

・衣服の状況など：衣服は透湿性や通気性のよい素材とする。 

運動中の 

留意点 

・運動の強度、内容、継続時間：ランニング、ダッシュの繰り返しに注意する。 

・水分補給：0.1～0.2％程度の食塩水やスポーツドリンク等をこまめに補給する。 

・休憩の取り方：激しい運動では 30 分に１回の休憩が望ましい。 
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（６）食物アレルギーによるアナフィラキシーショックが発生した（又は疑われる）場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

症状の出現 

なし 

なし 

症状が１つでもあてはまる 

・救急車要請、ＡＥＤ準備 

・ただちにエピペンの使用 

（生徒の通学鞄に所持等、エピペンの保

管場所を職員が把握しておくこと） 

・反応がなく、呼吸がなければ 

心肺蘇生実施、ＡＥＤ使用 

・その場で安静にし、救急隊を待つ 

（立たせたり歩かせたりしない） 

 ※吐き気や嘔吐がある場合は 

横向きに寝かせる 

・記録（観察開始時間、エピペン使用時間、

５分ごとの症状、内服薬を飲んだ時間） 

緊急性の高いアレルギー症状が 

あるか５分以内に判断 

第一発見者は生徒から離れない 

観察、他の教職員の協力要請 

エピペンの手配 

保護者等へ連絡 

内服薬がある場合は服用 

病院受診 

経過観察 

（遅発型アレルギー考慮） 

以後１時間は運動を控える 

保護者等へ連絡 

あり 

症状の悪化 

・アレルギー症状がある（食物の関与疑いあり） 

・原因食物を食べた（可能性を含む） 

・原因食物に触れた（可能性を含む） 

・全身の症状 

ぐったり、意識朦朧、尿や便を漏らす、 

脈が触れにくい、唇や爪が青白い 

・呼吸器の症状 

喉や胸が締め付けられる、声がかすれる、 

犬が吠えるような咳、息がしにくい、 

持続する強い咳き込み、ぜーぜーする呼吸 

・消化器の症状 

我慢できない腹痛、繰り返す嘔吐 

緊急性の低いアレルギー症状 

・喉や口腔内のかゆみ 

・呼吸異常のない喉の腫れ 

・部分的な肌のかゆみ、浮腫 
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３－２ 犯罪被災発生時の対応 

（１）校内に不審者が侵入した場合の初期対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）緊急事態発生時の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関係者以外の学校への立ち入り 

○来校者として不自然なことはないか 

 ・不自然な場所に立ち入っていないか等 

○声をかけて、用件を尋ねる 

 ・用件が答えられるか。または、正当なものか 
正当な理由あり 

・受付等に案内する 

・来校者の名札を受付で着用 

正当な理由なし 

○退去を求める 

・退去を求める前に、緊急事態（危害を加えられる）発生の恐れあり 

・他の教職員に連絡して協力を求める 

・言葉や相手の態度に注意しながら、退去するよう丁寧に説得する 

・退去に応じない場合には、不審者とみなして「１１０番」通報する 

・退去後も再び侵入しないか見届ける 

○不審者が退去に応じた場合 

・警察や県教育委員会に連絡し、学区内のパトロールの強化や近隣の学校等に情報提供 

○通報する（管理職、管理職から指示された教職員） 

・他の教職員に連絡して応援を求め、速やかに「１１０番」通報する。県教育委員会への

緊急連絡・支援要請を行う。特に教育センター、いじめ・不登校総合対策センターが開

いていれば支援要請し連携する。 

・強引に立ち入られた場合、相手を落ち着かせるために別室に案内し隔離を試みる 

・所持品に注意して警察の到着を待つ 

・生徒等を避難させるかどうかを判断する 

○生徒や一部教職員を避難または教室に待機させる 

・避難指示があったら、授業担当者等が落ち着いて速やかに校舎外に避難する（校舎３か

所の出口のうち、動線や安全性を考慮）。➡隣接するセンター施設内、前庭等へ 

※管理職等からの指示を待たず、臨機応変に避難することもあり 

Ａ 校舎入口…防犯カメラの設置 
Ｂ 入校時…受付で来訪者確認 
Ｃ 教育センターとの連携 

…研修等開催状況・来所者確認 

チェック

体制 

退去に応じない（生徒に危害を加える可能性） 

 不審者かどうかチェック 
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（３）緊急事態発生 事後の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生徒の安全を守る １ 防御 

・不審者を生徒に近づけないようにする。 

２ 避難誘導 

・避難のため移動することで不審者と遭遇する恐れの

ある場合は、教室で待機させる。 

・最終的には、避難場所または待機場所で点呼。 負傷者がいるか 

１ 負傷者を発見したら速やかに１１９番に通報する。 

２ 逃げ遅れた生徒・教職員の有無を把握する。（ホワイトボードなどで皆の確認をとる） 

 ・把握状況を管理職に報告。 

 ・負傷者が複数の場合は、誰が・どこで・どういう状態かという情報を救急隊に正確に 

伝える。 

・不詳の程度・搬送された病院・付き添い職員の氏名を全体で共有。 

・すべての生徒と教職員の無事が確認されるまでは「負傷者がいない」という判断をし

ない。 

・必要に応じて、学校周辺の店・民家などに避難していないか、怪我がないか調べる。 

応急手当などをする 

○負傷者の応急手当てを行う 

・救急車が到着するまでの間、負傷者の状態に応じて

止血・心肺蘇生などの応急手当 

事後の対応や措置をする 

１ 生徒の心のケア 

・臨時カウンセラーの派遣要請など、生徒の心理的サポート 

２ 保護者等への説明 

・緊急保護者会の開催、保護者宛文書の作成 

３ 報告書等の作成 

・県教育委員会への報告書作成、災害共済給付等の請求 
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（４）近隣での事件や不審者の発生情報を得た場合 

 
 
            必要 

 
       必要なし 

 
 

 

（５）学校への犯罪予告や校内に不審物等があった場合 

 
 
 
 
 
 
３－３ 交通事故発生時の対応 

○登下校中などに生徒がかかわる交通事故が発生した場合 

           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校への第一報 

 緊急対応必要 

○授業を打ち切り、下校 

・生徒から保護者等へ連絡（生徒の迎え） 

・危険箇所の回避 

※公共交通機関利用生徒は、その時間に応じて学校待機 

○発生場所・状況等の生徒連絡 

犯罪予告 ○警察・県教育委員会へ連絡 

・警察の指示のもと対応 

・県教育委員会と連携して対処 

交通事故の第一報 

複数教職員を現場派遣 

○初期対応 

・負傷者がいる場合の応急手当及び安全確保 

・当事者となった生徒の気持ちを落ち着かせる 

・保護者等への連絡 

・県教育委員会への連絡（管理職） 

二次対応と対策 

○情報整理 

・警察・医療機関等と緊密に連携 

・容体の把握 

・保護者等への対応 

・今後の対応策 

・他の生徒への指導 

○深刻な交通事故の場合 

・緊急対策を検討・実施 

事故状況の調査・報告 

・県教育委員会への報告 

・安全教育に活かす 

不審物等発見 
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３－３ 災害発生時の対応 

（１）火災が発生した場合   

Ａ 在校時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括 
（校長、教頭）、 （事務
長） 

・各担当からの報告集約と対応の 
決定、関係機関との連絡等 

・保護者等への連絡指示 
・立入禁止区域の指定 

消火・安全点検 
・初期消火、（鎮火後）原因･被害状況

調査 
・鎮火後、危険箇所の処理、 

安否確認・避難誘導 
・安全に避難誘導、生徒・教職員の 

点呼確認と総括への報告 

救護 ・負傷者の確認と応急手当 

学校で火災発生 

避難誘導 

及び 

初期消火 

的確な指示

安全確保 

鎮火 

○生徒の安全確保と避難指示・誘導 

 ・落ち着かせる（次の指示があるまで待機させる等） 

・避難する時は窓を閉める、入口戸は開けたまま（消防士 

の鎮火・救助活動のため）➡最優先は避難！ 

○避難経路の安全確認 

○校舎外避難の決定 

○消防署１１９番へ通報 

○保護者等への連絡 

○関係機関への連絡 

○応急復旧 

○対応状況、負傷者数、施設等被害状況 

を県教育委員会に報告 

○自主下校 

○保護者等の

迎え 

授業外の 

教職員を指名 

授業担当等 

管 避難（待機）を

指示、役割の指示 

【管理職または指示された教職員】 

○拡声器等で避難指示・経路指示、緊急連絡先持ち出し 

【消火担当教職員】 

○初期消火活動 

【授業担当等】 

○生徒への的確な指示（落ち着いて、慌てない等） 

○避難の指示・誘導 

【その他授業のない教職員】 

○避難経路・避難場所にて誘導 

今後の対応決定 

状況把握、他の教職員に協力要請 

（管理職報告） 

火災報知器で混乱要注意！

生徒の安心・安全最優先 
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Ｂ 登下校時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括 
（校長、教頭、事務長） 

・各担当からの報告集約と対応の 
決定、関係機関との連絡等 

・生徒・保護者等への連絡指示 
・立入禁止区域の指定 

安全点検 
・（鎮火後）原因･被害状況調査 
・鎮火後、危険箇所の処理、 

安否確認・生徒対応 
・生徒・教職員の点呼確認と総括への

報告 
・生徒対応（安全確保、落ち着かせる） 

救護 ・負傷者の確認と応急手当 

学校で火災発生 

＜初期対応＞ 

避難誘導 

初期消火 

今後の対応決定 

校内にいる教職員 ➡最優先は生徒と避難！ 

○校内にいる生徒の安全確保、安否の確認、避難誘導 

○管理職：緊急連絡先持ち出し 

校内にいる教職員 

○初期消火活動 

火災報知器で混乱要注意！生徒の安心・安全最優先 

※授業時とは異なり、生徒・教職員の校舎内の居場所が

明確でないことを想定 

○避難経路の安全確認 

○校舎外避難の決定 

○消防署１１９番へ通報 

状況把握、他の教職員に協力要請 

（管理職報告） 

安全確保 

○生徒対応 

・生徒の安心・安全確保、落ち着かせる 

（今後の対応の指示があるまで教育センター等で待機等） 

登校中の生徒は 

校舎外に集合 

安全確保 

○自主下校 

○保護者等の

迎え 

鎮火 
○登校していない生徒、保護者等へ

の連絡 

○関係機関への連絡 

○応急復旧 

○対応状況、負傷者数、施設等被害

状況の県教育委員会への報告 
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Ｃ 校外活動時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Ｄ 在宅時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括 
（校長、教頭、事務長） 

・各担当からの報告集約と対応の 
決定、関係機関との連絡等 

・立入禁止区域指定 

安全点検・応急復旧 
・原因・被害状況調査 
・危険箇所の処理 

生徒・保護者等連絡 ・今後の予定等を連絡 

学校外（校外の活動

場所）で火災発生 

状況把握 

及び 

避難誘導 

安全確保 

鎮火 

○生徒の安全確保 

○状況を正確に把握し、避難誘導 

○負傷者の確認 

○列車、バスに乗車中及び施設の中にいる場合は、係員等の 

指示に従う 

○帰校後か現

地で自主下校

または保護者

等の迎え 

○現地での役割分担 

・生徒・教職員の点呼、安否確認  ・学校へ随時連絡 

・保護者等、関係機関への状況報告  

・生徒の不安を和らげる  ・施設管理者等からの情報収集 

・救助要請  ・不明者の捜索 

学校で火災発生 

学校へ教職員出勤（週休日、祝祭日は管理職と指示された教職員のみ） 

鎮火 

○山陰警備保障等から管理職へ連絡あり 

○管理職は教職員へ連絡 

○生徒・保護者等への連絡 

○関係機関への連絡 

○応急復旧 

 対応状況、施設等被害状況の県教育委員会への報告 

安全確保 

今後の対応決定 

○学校へ状況を報告し、指示を受ける 

○保護者等への連絡を学校に要請 

○学校から県教育委員会への対応状況、 

負傷者数、被害状況等の報告 

今後の対応決定 
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（２）気象条件等に伴う学校の臨時休業等の基準について 

Ａ 学校を臨時休業とする場合 

① 基準等について 

原則として、以下の表１の「情報」の欄の各基準により、校長は臨時に授業を行わない

こと（臨時休業）を決定する（当該決定内容は、学校ホームページ及び Google classroom

に配信する）。 

   ＜表１ 避難情報等による臨時休業の基準について＞ 

情報 
避難情報等（気象庁又は市

町村が発令※１） 

防災気象情報（国土交通省、気象庁、

都道府県が発表） 
その他 

 

 

 

 

 

基準 

 

 

 

 

 

①午後１時の段階で、学校

所在地（鳥取市湖山地区、

以下省略）を含む地区に対

して、警戒レベル３～５※

２のいずれかが発令され

ている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

①午後１時の段階で、学校所在地を

含む地区に対して、大雨特別警報等

の特別警報又は氾濫発生情報が発表

されている場合 

②午後１時の段階で、学校所在地を

含む地区に対して、土砂災害警戒情

報が発表されている場合 

③午後１時の段階で、学校所在地を

含む地区に対して、大雨警報及び洪

水警報が発表されている場合 

④午後１時の段階で、学校所在地を

含む地区に対して、少なくとも大雨

警報等の警報が１つは発表されてお

り、以降の気象予報から、臨時休業の

必要があると校長が認めた場合 

①気象条件、ＪＲの運

行状況・運行計画等に

より総合的に判断する

と臨時休業の必要があ

ると校長が認めた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 警戒レベル３以上は市町村が発令（警戒レベル１及び２については、気象庁が発表） 

※２ 「警戒レベル」とは、平成 30 年度７月豪雨を受け、令和元年度出水期（６月頃）か

ら開始された、災害発生のおそれの高まりに応じてとるべき行動を直感的に理解で

きるような防災情報 

 

②その他 

学校との遠近にかかわらず、自宅等を出発する時は、出発地の気象状況や、学校所在地

を含む地区に対する避難情報、防災気象情報及びＪＲ等交通手段の運行情報等を収集す

るなど、「自らの命は自らが守る」意識を持って慎重な判断を行うこと。特に、学校と自

宅等が遠距離である場合、地域によって気象状況が異なることもあるため、無理な移動は

しないこと。 

なお、登校のため、午後１時までに自宅や就労先等を出発する生徒は、学校に連絡を入
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れて指示をもらうこと。 
Ｂ 学校は臨時休業としないが、登校できない生徒を欠席扱いしない場合 

原則として、以下の①及び②の場合は、生徒の安全等を優先し、登校を要しない。（当該

登校を要しない旨は、学校ホームページ及び Google classroom で連絡する）。 

①居住地区に避難情報等の発令等がある場合 

ア 登校のため自宅等を出発する時点で、生徒の居住地区の避難情報等にある警戒レ

ベルが発令又は防災気象情報にある①～③の警報が発表になっている場合 

イ 学校ホームページ及び Google classroom 等により、指定する地区の生徒は登校不

要の連絡があった場合 

② ＪＲの各路線に運休等があった場合 

授業開始時刻までに登校できる見込みがない場合については、登校せず安全確保に努

める、もしくは Meet による家庭学習等を行うこと。 

 

③途中で授業を中止し下校させる場合 

気象条件、ＪＲの運行状況・運行計画等により校長が総合的に判断し決定する。（当該

決定内容は、学校ホームページ及び Google classroom 等に配信する）。 
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（３）地震が発生した場合 

Ａ 在校時 

 

 

○生徒の安全確保の指示 

教室 窓･壁を背にして机下にもぐり、机の脚を持つ 

廊下 低姿勢で頭を守る、近くの教室の机下にもぐる 

トイレ ドアを開き、頭を守る 

前庭・校舎外 建物から離れ、中央部に集まり低姿勢をとる 

湖東中体育館 
器具や窓ガラスから離れ中央部に集まり低姿

勢で頭を守る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括（校長、教

頭、事務長） 

各担当からの報告集約と今後の対応決定、関

係機関との連絡、立入禁止区域の指定 

緊急連絡先持ち出し 

指定避難所（湖東中）への避難判断等 

安全点検・消火 

応急復旧 

被害状況調査、火災時は初期消火、危険箇所

の処理、指定避難所（湖東中）との連絡・調整 

安否確認・避難

誘導・保護者等

連絡 

安全に避難誘導、生徒・教職員の点呼確認と
総括への報告、不明者の捜索と救出 
生徒対応（安全確保、落ち着かせる）、保護者
等へ連絡 

救護・生徒対応 負傷者の確認と応急手当、生徒の心身ケア 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生 

的確な指示 

安全確保 

揺れがおさまる 

○校内状況確認、情報収集（ＴＶ、インターネット、ラジオ） 

○負傷者の確認 

○火気等の管理 

○避難経路の安全確認 

震度５弱以上:避難誘導を行う 

今後の対応

決定 

○保護者等への連絡 

○関係機関への連絡 

○二次避難の検討・実施（指定避難所等） 

○対応状況、負傷者数、施設等被害状況を

県教育委員会へ報告 

震度４:避難は管理職が判断する 

避難場所:前庭または緊急避難場所（湖

東中グラウンド、湖陵高校野球場） 

○負傷者の救護 
○避難経路・場所の指示 
○拡声器等で避難指示・
経路指示 

○管理職：緊急連絡先持
ち出し 

管 避難（待機）

を指示 

避難誘導 

状況把握 

安全確保 

○自主下校 

○保護者等の

迎え 

（指定避難所

に滞在） 

Ｊアラートで混乱要注意！生徒の安心・安全最優先 

避難は揺れがおさまってから！ 

授業外の 

教職員を指名 

授業担当等 
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Ｂ 登下校時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括（校長、教

頭、事務長） 

各担当からの報告集約と今後の対応決定、関

係機関との連絡、校内にいる生徒・教職員へ

の避難指示・人員確認、立入禁止区域の指定 

指定避難所（湖東中）への避難判断等 

緊急連絡先持ち出し 

安全点検・消火 

応急復旧 

被害状況調査、火災時は初期消火、危険箇所

の処理、指定避難所（湖東中）との連絡・調整 

安否確認、生徒・

保護者等連絡 

不明者の捜索と救出、生徒・教職員身元確認
（生徒・保護者等へ連絡） 

救護・生徒対応 負傷者の確認と応急手当 

 
 
 
 
 
 
 

地震発生 

揺れがおさまる 

校内にいる教職員 ➡最優先は生徒対応！ 

○校内にいる生徒の安全確保、安否確認、一緒に待機・避難誘導 

○校内にいる教職員等に避難指示・安全確保・安否の確認 

➡出勤不可能の場合は管理職に連絡、在住地域活動などに従事。 

○生徒は、自らの命は自らが守る行動が基本！ 

登校することが安全であれば登校し、引き返すことが安全であれ

ば引き返し、留まることが安全であれば留まる 

（出勤途中など、教職員も状況に応じて生徒と同様の考え方で 

行動する） 

 ※公共交通機関で移動中の場合、係員の指示に従う 
○管理職：緊急連絡先持ち出し 

今後の対応

決定 

○生徒・保護者等への連絡 

○関係機関への連絡 

○二次避難の検討・実施（指定避難所等） 

○対応状況、負傷者数、施設等被害状況の

県教育委員会への報告 

Ｊアラートで混乱要注意！生徒の安心・安全最優先 

※授業時とは異なり、生徒・教職員の校舎内の居場所が

明確でないことを想定 

安全確保 

○校内状況確認、情報収集（ＴＶ、インターネット、ラジオ） 

○負傷者の確認 

○火気等の管理 

○避難経路の安全確認 
状況把握 

及び 

避難誘導 

○自主下校 

○保護者等の

迎え 

（指定避難所

に滞在） 



28 
 

Ｃ 校外活動時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震発生 

的確な指示 

安全確保 

 

崖崩れに注意し、安全な場所に避難する。

○生徒の安全確保の指示

山間部

高台に避難する。

施設・宿舎内 体をかがめ、頭を守る。（学校内の場合と同じ行動）

道路 民家、ブロック塀、自販機から離れる。

身を低くし、手摺り、座席につかまる。乗務員の指示に従う。

海岸付近

乗り物

揺れがおさまる 

状況把握 

及び 

避難誘導 

○情報を収集し、地震の程度と被害状況を確認 

○状況を正確に把握し、避難誘導 

○負傷者の確認 

今後の対応

決定 

○学校へ状況を報告し、指示を受ける 

○保護者への連絡を学校に要請 

○学校から県教育委員会への、対応 

状況、負傷者数、被害状況の報告 

○現地での役割分担 

・生徒・教職員の点呼、安否確認 

・学校への随時連絡 

・保護者等、関係機関への状況報告 

・生徒の不安を和らげる 

・負傷者への対応 

・不明者の捜索、救助要請 

安全確保 

○帰校後か現地で

自主下校または 

保護者等の迎え 

（指定避難所に

滞在） 
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Ｄ 在宅時（勤務時間外、休日等） 

 
 
 
 
 
 

第１配備 震度４・震度５弱 必要に応じて管理職対応 

➡必要に応じて生徒・教職員の安否

確認、施設・設備の臨時安全点検 

第２配備 震度５強・６弱 ○管理職・管理職が指名する教職員

は集合し最少人員で対応 

➡情報収集、県教委等との連絡、生

徒・教職員の安否確認、今後の対応

検討・決定、施設・設備の臨時安全

点検等 

○自身と家族の安全確保後、在住地

域活動などに従事 

第３配備 震度６強以上 

※道路寸断等出勤に支障がある場合は、出勤不要 

※大規模地震が起こり、即日対応できない場合、本格的な災害対応は 

安全が確保された後に実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

○学校災害対策組織の設置 

担当 業務内容 

総括（校長、教頭、

事務長） 

各担当からの報告集約と今後の対応決定、関係機

関との連絡、立入禁止区域の指定 

緊急連絡先持ち出し 

安全点検・消火 

応急復旧 

被害状況調査、危険箇所の処理 

安否確認、生徒・保

護者等連絡 

生徒・教職員身元確認（生徒・保護者等へ連絡） 

地震発生 

該当教職員 

学校へ集合 

揺れがおさまる 

安全確保 

今後の対応

決定 

○臨時休校等の措置、学校再開のための復旧・準備 

○関係機関への連絡 

○生徒・保護者等への連絡 

○対応状況、負傷者数、施設等被害状況を県教育委員会へ

報告 
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３－４ その他の危機事象の発生時の対応 

（１）弾道ミサイル発射に係る対応について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直ちに避難の呼びかけ 

直ちに◆の行動をとる 

日本に落下の 

可能性がある 

日本の領海外の 

海域に落下 

◆避難行動 

【屋外にいる場合】 

○校舎内に避難し、床に伏せて頭部を守る 

○校舎か離れている場合はできるだけ強固な建物等に身を隠すか、地面

に伏せて頭部を守る 

【屋内にいる場合】 

○できるだけ窓から離れる 

落下場所について、追加

情報があるまで引き続

き避難継続 

追加情報 

ミサイル通過情報 落下場所等の情報 

屋内退避は解除 

○不審なものを発見した場合には、決して近寄らず、

直ちに警察や海上保安庁に連絡する 

日本上空を 

通過 

Ｊアラートによる弾道ミサイル発射情報・避難の呼びかけ 
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３－５ 校外活動中・校内行事開催中における事故災害等発生時の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 事後の危機管理 

４－１ 事後（発生直後）の対応 

①生徒等の安否確認 

  ・生存が確認できれば「けがはないか、気分は悪くないか」確かめ、落ち着き安心でき

るよう「大丈夫、一緒にいますよ」など声掛けを行い、そばに寄り添います。 

 Ａ 在校時 

・校舎に被災が及ぶ災害や、複数名が被災する事件が発生して避難した場合、安否確認

を実施します。 

・避難場所（グラウンド等）で、担任・授業担当等が生徒の安否確認を実施します。 

・担任・授業担当等は、安否確認の結果を管理職に伝えます。 

・教務主任または指名された教職員は、教職員の安否確認を行い管理職に伝えます。 

 

Ｂ 始業前または放課後 

・校舎に被災が及ぶ災害や、複数名が被災する事件が発生して避難した場合、校内にい

た生徒の安否確認を実施します。 

・避難場所（グラウンド等）で、部活動顧問が生徒の安否確認を実施します。 

・帰宅している生徒や学校を欠席していた生徒には、担任、その他教職員が生徒の安否

確認を実施します。 

事故・災害の発生 

○教職員 

・担当教員は人員確

認を行い管理職に

報告。 

・指示を仰ぐ。 

○生徒 

担当教員のもとで人員確

認・指示を受けて行動する。 

・保護者等への連絡 

・帰校を決定 

（または、現地で保護者

等の迎え、自主下校） 

・自主下校または保護

者等の迎え 
帰校後 

自主下校、保護者等の迎え 

○学校 

・事故災害対策役割分担 

・状況把握とともに、県

教育委員会に連絡 

帰校あるいは、現地で保護者等の迎えまたは

自主下校 
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Ｃ 在宅時 

・複数名が被災する大規模な事故や災害発生後、生徒の安否確認を行います。 

・管理職は、安全に出勤できる教職員に限り、出勤を命じます。 

・生徒（教職員）の安否確認する旨を、学校ホームページ及び Google classroom 等で

配信します。 

・生徒または保護者等に連絡を取り、電話・GoogleClassroom で安否確認を実施します。 

担任等は、生徒の安否確認の結果を管理職に伝えます。 

・職員連絡網又 Google classroom で教職員の安否確認を行い、管理職に伝えます。 

 

②保護者等の迎えと待機 

 Ａ 保護者等の迎えの要請 

・事故・災害発生のため、保護者等の迎えを希望する生徒、または迎えが必要と判断し

た生徒については、緊急連絡先に連絡を入れ、車等での迎えを要請します。 

・生徒からも、学校に迎えに来るよう連絡を要請します。 

  
Ｂ 待機 

・ＴＶ、ラジオ、インターネット、防災無線、自治体や県教育委員会からの情報提供等

を通じて情報を収集します。 

・大雨・土砂崩れ・地震等による道路寸断やＪＲ不通など、保護者等の迎えが困難な場

合は、学校待機または指定避難所に滞在することもあります。 

 
③保護者等・生徒・報道機関への対応 

Ａ 保護者等 

・被災生徒の保護者等への説明は、対応窓口を一本化し、説明が矛盾することなく、事

実を正確に伝えるようにします。 

・被災生徒の保護者等は、大きなショックを受けて不安を抱えているので、家庭訪問等

により継続的に寄り添っていく対応を行います。また、保護者等の要望や状況に応じ

て信頼できるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を紹介し、相

談・支援が受けられるようにします。 

・被災生徒の家族が他校にいれば、他校と連携して継続的なサポートを行います。 

・生徒の身体に重大な傷病があった場合、被災生徒本人（成年生徒）や保護者等の了解

を得て意向に沿う形で、緊急説明会（保護者等対象、場合によっては生徒も含む）を

開催する場合があります。緊急説明会では、進行を教務主任、状況説明・事実確認を

教頭、今後の対応策について校長から説明し、質疑を受けます。 

 

Ｂ 生徒 

・事後、被災生徒本人（成年生徒）や保護者等の了解を得て、意向に沿う形で全校集会
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を開く場合があります。 

・被災生徒の人数、本人（成年生徒）や保護者等の同意が得られれば学年・名前、被災

（傷病）の状況、今後の対応策について校長から説明し、質疑を受けます。 

 

Ｃ 報道機関 

・報道機関との対応窓口は管理職に一本化し、県教育委員会と連携して対応します。 

・必要があれば、被災生徒本人（成年生徒）や保護者等の了解を得て意向に沿う形で、

記者会見を行います。 

・記者会見では、進行を教務主任、状況説明・事実確認を教頭、今後の対応策について

校長から説明し、質疑を受けます。 

 
④教育活動の継続 

・教育活動の再開に関しては、県教育委員会等と協議の上、決定します。 

・応急教育計画を作成します。応急教育活動のおよその期間、実施する場所、授業時間

割、オンラインでの実施などについて計画します。 

・教育活動再開は、生徒・保護者等に向けて、学校ホームページ及び GoogleClassroom

等で通知します。 

・被災生徒はオンライン学習で対応しますが、疾病の有無などによって主治医と相談の

上実施を判断します。 

 
４－２ 心のケア 

・事故・災害が発生した後の生徒の心身の健康状態について、個別の面談を丁寧に行い

把握します。 

・心身の不調を訴える場合は、担任のほか、生徒が希望する教職員等がその内容を聞き

取り、内容に応じて保護者等や関係機関と連携してケアに努めます。専門機関を紹介

する場合もあります。 

・教職員には相談窓口を示し、不調の場合は受診を勧めます。 

 

４－３ 調査・検証・報告・再発防止等   ※緊急対応マニュアル参照 

・事故等発生の原因の解明と再発防止のため、基本調査を行います。基本調査は、事故

に関係する生徒・教職員を対象として実施します。生徒への調査は、生徒の意向もき

きながら、担任のほか管理職が指名する教職員等が行います。教職員への調査は、管

理職が行います。場合によっては、調査を学校と利害関係のない第三者に依頼するこ

とがあります。 

・内容は、事態に至る経緯とともに、「いつ・誰が（誰と）・何を・どうしたか」につい

て、時系列になるように調査します。 

・学校が知り得た事実は、被災生徒本人（成人生徒）や保護者等に対して正確に伝える
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等、誠意ある事態への対応に努めます。 

・県教育委員会への報告は、事故発生後第一報を管理職から連絡し、報告内容が確定次

第、文書で報告します。また、必要であれば臨時スクールカウンセラーの配置等支援

要請を行います。 

・調査・検証から再発防止策を講じ、教職員に実施の徹底を図ります。 

・再発防止策を考慮した危機管理マニュアルに改め、備えとします。 


